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も く じも く じ宮
地
嶽
神
社
の
江
戸
菖
蒲
（
福
岡
県
）

宮地嶽神社の民家村自然広苑には、九
州随一の数を誇る約100種5万株もの
江戸菖蒲が植えられている。見頃に合
わせ、今年は5月30日（土）～ 6月14
日（日）まで「菖蒲まつり」が開催され
た。また、苑内では「合掌造り民家」
など、日本各地から移築復元した古民
家を見ることができる。

　

去
る
3
月
末
、
過
疎
地
域
等
に
お
け
る
今
後
の

集
落
対
策
の
あ
り
方
に
つ
い
て
、
総
務
省
過
疎
問

題
懇
談
会
か
ら
の
「
集
落
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
圏
の
形

成
」
に
関
す
る
提
言
が
公
表
さ
れ
た
。
こ
れ
は
平

成
25
年
度
末
か
ら
、
同
懇
談
会
の
下
に
筆
者
を
座

長
と
す
る
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
を
つ
く
り
、
そ

こ
で
の
調
査
と
検
討
を
も
と
に
提
案
さ
れ
た
も
の

で
あ
る
。
グ
ル
ー
プ
に
は
、「
地
方
消
滅
」
論
に

対
し
て
積
極
的
に
反
論
し
て
お
ら
れ
る
小
田
切
徳

美
・
山
下
祐
介
両
氏
に
も
加
わ
っ
て
も
ら
っ
た
。

　

筆
者
は
最
近
あ
る
マ
ス
コ
ミ
か
ら
、「
過
疎
対

策
に
今
ま
で
相
当
の
お
金
が
投
じ
ら
れ
て
き
た

が
、そ
の
成
果
を
一
言
で
」
と
い
う
取
材
を
受
け
、

「
そ
れ
は
農
山
村
・
離
島
を
含
め
、
日
本
の
隅
々

の
集
落
で
お
年
寄
り
が
元
気
に
暮
ら
し
て
お
ら
れ

る
こ
と
だ
」
と
答
え
た
。
人
口
減
少
率
や
高
齢
化

率
と
い
う
数
字
だ
け
見
て
い
る
と
、
悲
惨
な
状
況

を
思
い
浮
か
べ
る
こ
と
に
な
る
か
も
し
れ
な
い

が
、
実
際
に
地
域
を
訪
れ
る
と
、
80
歳
を
過
ぎ
て

お
い
し
い
野
菜
を
直
売
所
に
出
荷
し
て
い
る
元
気

な
お
年
寄
り
に
、
い
く
ら
で
も
出
会
う
こ
と
が
で

き
る
。

　

そ
の
よ
う
な
暮
ら
し
を
支
え
て
き
た
の
が
集
落

で
あ
る
が
、
さ
す
が
に
近
年
、
世
帯
数
の
減
少
と

高
齢
化
の
流
れ
の
中
で
、
商
店
の
閉
鎖
、
公
共
交

通
の
空
白
化
な
ど
が
目
立
つ
よ
う
に
な
っ
て
き

た
。
こ
れ
に
対
し
、
集
落
の
持
続
可
能
性
を
強
め

る
た
め
に
、
集
落
を
超
え
て
な
お
住
民
の
一
体
性

が
強
い
小
学
校
区
な
ど
を
単
位
と
し
て
支
え
合
う

集
落
の
連
携
シ
ス
テ
ム
の
意
義
を
強
く
指
摘
し
た

の
が
、
今
回
の
提
案
で
あ
る
。
具
体
的
に
は
基
幹

集
落
を
中
心
に
し
た
生
活
サ
ポ
ー
ト
シ
ス
テ
ム
の

構
築
を
す
す
め
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
が
、
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
と
い
う
言
葉
を
使
っ
た
の
は
、
あ
く
ま

で
そ
れ
ぞ
れ
の
集
落
の
存
続
が
前
提
で
あ
っ
て
、

拠
点
の
み
を
栄
え
さ
せ
る
と
い
う
よ
う
に
誤
解
さ

れ
な
い
た
め
で
あ
る
。

　

今
回
の
調
査
で
、
す
で
に
何
ら
か
の
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
圏
を
形
成
し
て
い
る
例
の
多
く
が
新
旧
小

学
校
区
で
あ
っ
た
。
振
り
返
っ
て
み
る
と
、
わ
が

国
の
近
代
以
降
の
発
展
を
つ
く
っ
た
基
盤
は
、
明

治
初
期
に
、
極
め
て
短
期
間
に
全
国
の
津
々
浦
々

に
小
学
校
が
つ
く
ら
れ
た
こ
と
に
あ
る
と
言
っ
て

い
い
。
自
前
で
校
舎
を
建
て
た
農
山
村
も
多
く
、

集
落
を
超
え
て
資
材
と
人
の
パ
ワ
ー
を
結
集
し
た

実
績
が
遠
い
過
去
に
あ
る
の
で
あ
る
。
あ
ら
た
め

て
こ
の
時
代
に
、
暮
ら
し
を
支
え
る
集
落
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
圏
の
意
義
を
そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
で
共
有
し

て
い
た
だ
き
た
い
。
そ
し
て
そ
の
中
で
、
身
の
丈

に
合
っ
た
、地
域
資
源
を
活
か
し
た
「
な
り
わ
い
」

の
継
承
・
創
出
が
生
ま
れ
れ
ば
、
そ
れ
こ
そ
が
都

市
で
は
生
ま
れ
な
い
地
域
社
会
の
価
値
で
あ
る
。

参
議
院
厚
生
労
働
委
員
会
に
渡
邊
行
政
委
員
会
委
員
が
参
考
人
と
し
て
出
席
＝
全
国
町
村
会
…
…
…
…
…
…
⑵

第
３
回　

地
方
創
生
担
当
大
臣
と
地
方
六
団
体
の
意
見
交
換
会
に
藤
原
会
長
が
出
席
＝
地
方
六
団
体
…
…
…
⑶

新
任
都
道
府
県
町
村
会
長
の
略
歴
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
⑸

「
そ
う
だ
、
地
方
で
暮
ら
そ
う
！
」
国
民
会
議
に
石
橋
経
済
農
林
委
員
会
委
員
が
出
席
＝
全
国
町
村
会
……
…
⑹

地
域
経
済
好
循
環
拡
大
推
進
会
議
に
白
石
副
会
長
が
出
席
＝
全
国
町
村
会
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
⑺

初
め
て
の
「
２
０
１
５
年
版
小
規
模
企
業
白
書
」に
つ
い
て

　
　
　
　
　
　

―
中
小
企
業
庁 

経
営
支
援
部 

小
規
模
企
業
振
興
課
―
……
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
⑻

国
政
情
報
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
⑿

町
村
Ｎ
ａ
ｖ
ｉ
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
⒀

日
本
を
支
え
続
け
る
地
方
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
福
井
県
お
お
い
町
長　

中
塚　
　

寛
…
⒁

活	

動

活	

動

情	

報

活	

動

活	

動

政	

策

情	

報

情	

報

随	

想

コラム

集
落
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
圏
の
意
義
の
共
有
を

早
稲
田
大
学
教
授
　
宮 

口
　
侗 

廸

み
や

ぐ
ち

と
し

み
ち
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活 動

　

渡
邊
行
政
委
員
会
委
員
は
、
は
じ
め
に

国
民
健
康
保
険
の
現
状
に
つ
い
て
、
制
度

の
安
定
的
運
営
を
図
る
た
め
被
保
険
者
の

理
解
の
下
、
保
険
料
を
引
き
上
げ
る
努
力

を
し
て
い
る
も
の
の
、
負
担
能
力
に
も
限

界
が
あ
る
た
め
、
多
く
の
市
町
村
で
は
一

般
会
計
か
ら
の
繰
り
入
れ
を
行
っ
て
い
る

状
況
に
あ
り
、
財
政
基
盤
の
強
化
が
図
ら

れ
、
被
保
険
者
が
少
な
い
保
険
者
の
財
政

運
営
を
安
定
さ
せ
る
効
果
が
大
き
い
こ
と

か
ら
、速
や
か
な
法
案
の
成
立
を
求
め
た
。

　

ま
た
、
①
あ
わ
せ
て
３
、
４
０
０
億
円

も
の
か
つ
て
な
い
規
模
の
公
費
が
投
入
さ

れ
る
こ
と
と
な
っ
た
が
、
こ
れ
ま
で
３
、

０
０
０
億
円
の
実
質
赤
字
を
抱
え
て
、
赤

字
補
て
ん
の
た
め
法
定
外
で
毎
年
度
一
般

会
計
か
ら
３
、
５
０
０
億
円
も
の
繰
り
入

れ
を
余
儀
な
く
さ
れ
て
き
た
保
険
者
た
る

市
町
村
の
現
状
を
考
え
る
と
、
当
面
の
財

政
基
盤
の
強
化
策
と
し
て
は
評
価
で
き

る
。

　

②
財
政
リ
ス
ク
の
分
散
、
軽
減
の
た
め

の
「
財
政
安
定
化
基
金
」
を
創
設
し
、
予

期
せ
ぬ
給
付
の
増
加
や
保
険
料
の
収
納
不

足
に
対
応
す
る
た
め
基
金
の
貸
付
・
交
付

を
行
う
こ
と
と
さ
れ
歓
迎
し
て
い
る
が
、

仮
に
安
易
な
形
で
交
付
が
行
わ
れ
る
こ
と

と
な
る
と
、
市
町
村
の
保
険
料
収
納
に
対

す
る
意
欲
が
削
が
れ
て
モ
ラ
ル
ハ
ザ
ー
ド

を
引
き
起
こ
す
恐
れ
が
あ
る
の
で
、今
後
、

交
付
の
基
準
や
補
填
の
ル
ー
ル
に
つ
い
て

は
、
地
方
と
引
き
続
き
慎
重
に
議
論
を
行

う
よ
う
求
め
た
い
。

　

③
市
町
村
が
都
道
府
県
に
納
め
る
べ
き

納
付
金
の
算
定
に
あ
た
っ
て
は
、
医
療
水

準
と
所
得
水
準
を
反
映
さ
せ
る
算
定
方
式

を
と
る
こ
と
と
な
り
評
価
し
て
い
る
が
、

保
険
料
水
準
の
平
準
化
の
推
進
に
つ
い
て

は
、
時
間
を
か
け
て
関
係
者
の
理
解
を
得

な
が
ら
進
め
て
ほ
し
い
。

　

④
都
道
府
県
と
市
町
村
の
役
割
分
担
に

関
し
て
、「
資
格
管
理
」
と
「
保
険
給
付
」

に
つ
い
て
は
引
き
続
き
市
町
村
が
実
施
す

る
と
さ
れ
た
が
、
法
案
の
附
則
に
あ
る
よ

う
に
、
制
度
施
行
後
で
き
る
だ
け
早
く
見

直
し
を
行
っ
て
ほ
し
い

－

等
の
意
見
を
陳

述
し
た
。

▲�本会から出席した渡邊行政委員会委員

「
持
続
可
能
な
医
療
保
険
制
度
を
構
築
す
る
た
め
の
国
民
健
康
保
険
法
等
の
一

部
を
改
正
す
る
法
律
案
（
国
保
法
等
改
正
法
案
）」
を
審
議
し
て
い
る
参
議
院

の
厚
生
労
働
委
員
会
が
5
月
22
日
に
開
催
さ
れ
、
本
会
か
ら
参
考
人
と
し
て
渡

邊
行
政
委
員
会
委
員
（
新
潟
県
町
村
会
長
・
聖
籠
町
長
）
が
出
席
、
町
村
の
立

場
か
ら
同
改
正
案
に
係
る
意
見
陳
述
を
行
っ
た
。

平成27年 6 月15日　2第2922号

全国町村会

参議院厚生労働委員会に
渡邊行政委員会委員が参考人として出席

―国保法等改正法案に係る意見陳述を行う―
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活 動

治
体
が
よ
く
な
る
の
か
と
い
う
コ
ン
セ
プ

ト
を
作
る
こ
と
が
一
番
最
初
に
必
要
で
あ

り
、
6
月
中
を
目
途
に
「
ま
ち
・
ひ
と
・

し
ご
と
創
生
基
本
方
針
2
0
1
5
」
を
取

り
ま
と
め
る
こ
と
に
し
て
い
る
の
で
、
協

力
頂
き
た
い
と
発
言
。
ま
た
、
①
地
域
経

済
分
析
シ
ス
テ
ム
「
リ
ー
サ
ス
」
の
活
用

に
つ
い
て
、
自
治
体
へ
の
周
知
徹
底
を
行

う
こ
と
②
平
成
27
年
度
の
地
方
分
権
改
革

に
関
す
る
提
案
募
集
へ
の
積
極
的
な
応
募

を
周
知
す
る
こ
と
③
政
府
機
関
の
地
方
移

転
に
関
し
て
、
自
治
体
に
お
け
る
周
知
及

び
検
討
を
徹
底
す
る
こ
と
④
27
日
開
催
の

「
そ
う
だ
、
地
方
で
暮
ら
そ
う
！
」
国
民

会
議
に
つ
い
て
、
地
方
に
お
い
て
も
同
様

の
会
議
を
立
ち
上
げ
る
こ
と
で
、
移
住
を

検
討
し
て
い
る
人
が
不
安
な
く
移
住
で
き

る
よ
う
な
環
境
の
構
築
を
図
る
こ
と
―
に

つ
い
て
要
請
が
あ
り
、
こ
の
地
方
創
生
を

成
功
裏
に
導
く
た
め
、
皆
様
の
知
恵
と
力

を
お
借
り
し
た
い
と
の
挨
拶
が
あ
っ
た
。

　

こ
れ
を
受
け
て
、
地
方
六
団
体
を
代
表

し
て
山
田
全
国
知
事
会
会
長
が
、
地
方
の

方
も
全
力
を
挙
げ
て
ビ
ジ
ョ
ン
を
作
り
、

地
方
創
生
に
つ
い
て
具
体
的
な
方
策
を
取

り
ま
と
め
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
と
述
べ

た
上
で
、
国
に
対
し
、
都
道
府
県
や
市
町

村
と
し
っ
か
り
と
連
携
し
て
正
し
い
方
向

に
向
か
う
こ
と
が
必
要
と
発
言
。
ま
た
省

庁
移
転
に
つ
い
て
、
京
都
府
の
文
化
庁
移

転
の
要
請
活
動
を
挙
げ
、
地
方
の
本
気
に

対
し
国
も
本
気
で
応
答
す
る
よ
う
要
請
、

企
業
の
本
社
移
転
や
、
新
型
交
付
金
の
問

題
も
含
め
て
、
長
期
的
な
観
点
か
ら
積
極

　

会
議
に
先
立
ち
、
石
破
地
方
創
生
担
当

大
臣
は
、
新
型
交
付
金
に
つ
い
て
、
こ
の

交
付
金
を
ど
の
よ
う
に
使
っ
て
、
ど
う
自

的
に
対
応
す
る
よ
う
訴
え
た
。

　

引
き
続
き
、
提
出
資
料
の
説
明
の
後
、

意
見
交
換
に
入
り
、
藤
原
会
長
は
、
現
在

多
く
の
町
村
が
「
地
方
人
口
ビ
ジ
ョ
ン
」

「
地
方
版
総
合
戦
略
」
の
策
定
に
取
り
組

ん
で
お
り
、
国
に
お
い
て
は
引
き
続
き
市

町
村
が
参
考
に
な
る
情
報
提
供
を
お
願
い

し
た
い
と
述
べ
た
後
、
町
村
で
は
農
林
漁

業
が
基
幹
産
業
で
あ
り
、
地
域
資
源
を
掘

り
起
こ
し
、
小
規
模
で
も
多
様
な
「
な
り

わ
い
」
を
生
み
出
し
て
い
く
こ
と
が
雇
用

の
場
の
創
出
に
は
重
要
な
こ
と
か
ら
、
グ

リ
ー
ン
ツ
ー
リ
ズ
ム
や
木
質
バ
イ
オ
マ
ス

発
電
等
環
境
、
観
光
な
ど
と
組
み
合
わ
せ

た
6
次
産
業
化
に
取
り
組
ん
で
お
り
、
国

に
お
い
て
も
制
度
面
、
財
政
面
で
し
っ
か

り
と
し
た
支
援
を
講
じ
て
ほ
し
い
と
要
請

し
た
。
特
に
「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創

生
交
付
金
」
に
つ
い
て
、
①
交
付
金
を
第

三
セ
ク
タ
ー
へ
の
出
資
金
に
も
充
当
で
き

▲ 冒頭に挨拶を行う石破地方創生担当大臣

▲ 本会からは藤原会長が出席

　

地
方
六
団
体
は
5
月
26
日
、
地
方
創
生
担
当
大
臣
と
地
方
六
団
体
の
意
見
交

換
会
（
第
3
回
）
を
行
い
、
政
府
か
ら
は
石
破
地
方
創
生
担
当
大
臣
、
平
内
閣

府
副
大
臣
、小
泉
内
閣
府
大
臣
政
務
官
、伊
藤
内
閣
府
大
臣
補
佐
官
等
が
出
席
。

本
会
か
ら
は
藤
原
会
長
（
長
野
県
町
村
会
長
・
川
上
村
長
）
が
出
席
し
、
今
後

の
地
方
創
生
の
取
組
に
つ
い
て
意
見
交
換
を
行
っ
た
。
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第
３
回　

地
方
創
生
担
当
大
臣
と
地
方
六
団
体
の

意
見
交
換
会
に
藤
原
会
長
が
出
席

地
方
六
団
体
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新型交付金の創設
• 　上記の一般財源総額の確保に加え、地方創生の取組を深化さ
せ、地方の創意工夫等により力強い潮流をつくるための新型交
付金を創設すること
• 　新型交付金は、単なる既存の補助金の振替によることなく、
地域間連携や民間各セクター等多様な主体との協働など、先進
的あるいは高い効果が見込める施策や、従来の取組の隘路にも
対応できる、タテ割の個別補助ではない包括的なものとすること
• 　新型交付金の規模については、平成26年度補正予算で措置さ
れた「地方創生先行型交付金」を大幅に上回る額を確保すること
• 　新型交付金の制度設計にあたっては、あらかじめ地方の意見
を十分聴くこと。また、事業内容を公表し、目標管理を適切に
行うなど自治体が責任を負う一方で、交付金の趣旨に沿った事
業を行う場合には、対象分野、対象経費の制約などは大胆に排
除し、自由度の高い弾力的な交付金とすること
• 　少なくとも当面の5年間を見据えて施策展開を図れるよう、
継続的な交付金とし、その見通しを示すこと
• 　制度の運用に際しては、自治体に対して、地域が検討期間を
しっかりと確保して有効に活用できるよう、迅速かつ手戻りの
ない、分かりやすい説明や情報提供を行うこと。また、申請手
続き等の簡素化を図ること
• 　各省庁が実施する地方創生関連事業についても、上記交付金
と同様の配意を行うほか、網羅的な支援メニューを示すととも
に、手続のワンストップ化を進めること

2　地方分権の強力な推進
• 　地方分権改革は、地域が自らの発想と創意工夫により地方創
生を図るための基盤となるものであり、地方でできることは地
方でという地方分権の本旨に基づき、財源確保の措置を講じつ
つ、さらなる事務・権限の移譲や規制緩和に取り組むこと
• 　特に、昨年度から導入された「提案募集方式」については、
今後提出される地方の提案に沿って、地方創生の推進に必要な
事項を広く対象とするとともに、先行地域における実証制度と
して地域特性を活かせる手挙げ方式を十分活用するなどその実
現可能性をより一層高めること
• 　また、地方からの「地方創生特区」の提案を思い切って採用
すること

3　国自らの強力な施策展開
地方が人口減少社会に向き合い、地方創生に全力で取り組む一
方で、国もその役割を主体的に果たしていかなければならない。
そのため、国においても自ら策定した「まち・ひと・しごと創
生総合戦略」に掲げる事業を迅速かつ着実に実行し、特に、以下
の事項について強力に推進すること

○子どもの明るい未来の構築と大胆な人口減少対策
• 　結婚や出産・子育てを後押しする経済的支援制度の創設。
また、既に多くの地方自治体が実施している乳幼児医療費助
成について、国の制度の創設
• 　子どもの貧困対策の総合的な推進
• 　子ども達が将来に夢を持つことができるライフデザイン教
育の推進
• 　若者の地方への移住・定住が促進されるような抜本的な対
策を実施。また、高齢者の地方回帰を促進する「住所地特例」
制度の拡充
• 　集落間で補完しあう「ネットワーク・コミュニティ」の構築

○産業の育成と雇用の創出による地域経済の活性化
• 　地域の実情に応じた雇用のマッチングのためのハローワー
クの地方移管
• 　地域の資源を活かしたものづくり産業や農林水産業、観光
関連産業、情報産業、医療産業など、多様な産業の創出・育
成と、それらを担う創造力ある人材の育成をはじめとした政
策の展開
• 　再生可能エネルギー拡大による地方の新産業創出の促進
• 　女性の活躍を促進するための環境整備

○地方創生に必要な拠点の地方立地とその充実
• 　国家戦略としての企業・大学・政府機関等の地方移転
• 　地方創生に向けた地方国立大学等の運営基盤確保等

○地方創生を支える基盤の地域間格差是正
• 　地域戦略を重視した「国土形成計画」及び「広域地方計画」
の策定
• 　地方創生の基盤ともなる多軸型国土の形成、人や産業の地方
分散に不可欠な基幹的公共インフラの地域間格差の早期是正
• 　首都圏と地方との公共投資のバランスの確保

る
よ
う
に
す
る
こ
と
②
病
院
関
係
等
の
専

門
職
不
足
に
対
応
す
る
た
め
、
看
護
師
を

目
指
す
学
生
に
対
し
奨
学
金
を
貸
与
し
、

資
格
取
得
後
、
一
定
年
数
を
地
域
で
勤
務

す
る
こ
と
で
償
還
不
要
と
す
る
制
度
を
創

設
し
、
そ
の
際
交
付
金
を
基
金
に
充
当
出

来
る
よ
う
検
討
す
る
こ
と
③
交
付
金
の
配

分
に
つ
い
て
、
財
政
力
が
弱
く
条
件
不
利

地
域
を
多
く
抱
え
る
町
村
に
配
慮
す
る
こ

と̶

を
訴
え
た
。

　

ま
た
、
昨
年
の
政
府
の
世
論
調
査
の
結

果
、
20
代
の
4
割
近
く
に
農
山
漁
村
へ
の

定
住
願
望
が
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
都
市

と
農
村
が
共
生
す
る
社
会
の
実
現
の
た
め

に
は
こ
の
動
き
を
加
速
す
る
必
要
が
あ
る

と
述
べ
、
全
国
町
村
会
と
し
て
も
本
年
度

全
国
5
カ
所
で
「
都
市
・
農
村
共
生
社
会

創
造
」
を
テ
ー
マ
に
し
た
リ
レ
ー
シ
ン
ポ

ジ
ウ
ム
を
開
催
す
る
の
で
、
国
も
一
緒
に

な
っ
て
取
り
組
ん
で
頂
き
た
い
と
発
言
し

た
。

　

最
後
に
、
六
団
体
代
表
の
発
言
を
受
け

て
、
石
破
地
方
創
生
担
当
大
臣
か
ら
、
新

型
交
付
金
が
当
面
議
論
の
一
番
の
焦
点
で

あ
る
こ
と
は
認
識
し
て
い
る
の
で
、
皆
さ

ん
の
ご
意
見
を
伺
い
な
が
ら
、
ナ
シ
ョ
ナ

ル
ミ
ニ
マ
ム
の
水
準
の
あ
り
方
等
も
含

め
、
よ
り
よ
い
も
の
を
作
り
た
い
と
考
え

て
い
る
と
の
発
言
が
あ
っ
た
。

平成27年 6 月15日　4第2922号
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宮
城
県
町
村
会
は
平
成
27
年
5
月
20
日
の
第

1
回
町
村
長
会
議
で
次
の
と
お
り
会
長
を
選
出
し

た
。 

（
5
月
30
日
就
任
）

宮
城
県
町
村
会
長

刈か
っ

田た

郡
蔵ざ

王お
う

町
長

村む
ら

上か
み

　英ひ
で

人と

 

昭
和
27
年
1
月
27
日
生

【
町
村
長
と
し
て
の
当
選
回
数
】
3
回

【
町
村
長
に
就
任
す
る
ま
で
の
経
歴
】
▽
平
成
4

年
3
月
蔵
王
町
議
会
議
員

【
町
村
会
関
係
の
経
歴
】
▽
平
成
25
年
5
月
宮
城

県
町
村
会
副
会
長

【
主
な
業
績
】
①
新
た
な
イ
ベ
ン
ト
を
開
催
、
誘

致
し
、
交
流
人
口
の
増
加
に
努
め
て
い
る
。

：
日
本
の
蔵
王
ヒ
ル
ク
ラ
イ
ム
・
エ
コ
、
三
遊
亭

円
楽
杯
ゲ
ー
ト
ボ
ー
ル
交
流
大
会
、
キ
ッ
ズ
ベ
ー

ス
ボ
ー
ル
教
室
、
全
国
中
学
校
ス
キ
ー
大
会
、
全

国
規
模
の
ゲ
ー
ト
ボ
ー
ル
大
会
な
ど

②
各
種
子
育
て
支
援
施
策
の
創
設
・
拡
充
を
図
っ

て
い
る
。

：
す
こ
や
か
養
育
助
成
金
、
あ
っ
た
か
支
援
金
、

乳
幼
児
紙
お
む
つ
券
助
成
、
各
種
任
意
予
防
接
種

助
成
・
子
ど
も
医
療
費
助
成
な
ど

③
東
日
本
大
震
災
で
は
、
約
13
億
円
の
公
共
施
設

災
害
復
旧
事
業
の
ほ
と
ん
ど
を
1
年
余
り
で
竣
工

し
た
ほ
か
、
震
災
か
ら
4
ヶ
月
後
に
は
、
地
域
の

被
災
状
況
を
踏
ま
え
た
被
災
家
屋
修
繕
費
助
成
制

度
等
を
開
始
し
、住
宅
の
早
期
復
旧
を
支
援
し
た
。

④
平
成
21
年
6
月
に
「
環
境
保
全
宣
言
の
町
」
を

宣
言
し
、
環
境
基
本
条
例
や
環
境
基
本
計
画
を
策

定
、
環
境
保
全
の
取
り
組
み
を
進
め
て
い
る
。

【
趣
味
】
旅

【
家
族
】
妻
、
次
男

新
任
都
道
府
県
町
村
会
長
の
略
歴

地方創生のさらなる推進に向けて
平成27年5月26日
地 方 六 団 体

Ⅰ　地方創生に向けた取組の深化

1　これまでの取組
地方六団体は昨年、地方創生に全力で取り組む決意を表明し、
国として構造的問題の抜本的な改革に取り組むよう要請を行った。
その後「まち・ひと・しごと創生法」が成立・公布され、12月
に「まち・ひと・しごと創生総合戦略」が決定された。2月には
補正予算で「地域住民生活等緊急支援のための交付金」、併せて
平成27年度地方財政計画では「まち・ひと・しごと創生事業費」
が措置された。
地方六団体としては、こうした一連の取組について、政府が地
方創生や地域経済の活性化に向け、本格的に取り組む姿勢を示し
たものとして高く評価している。

2　中長期の取組
5年間の集中的な取組
現在、地方創生に向け、国・地方一体となった取組が進みつつあ
るが、いまだ緒に就いたばかりである。「人口減少への挑戦」に残
された時間は少なく、可能なものから直ちに実行する必要がある。
国・地方、産学官などあらゆる主体が「人口減少」の危機感と

「地方創生」の意義を共有し、その上で知恵と努力を結集し、取
組を深化させ、力強い流れを生み出さなくてはならない。
そのため、まずは2020年までの5年間を一つの期間として捉え、
集中的に施策を展開し地方創生の大きな潮流を創り出す必要がある。
長期的視点に立った取組
さらに、地方の人口減少は戦後の発展の中で、長い時間をかけ
て進んできた問題であり、少子化対策をはじめとして長期的な取
組を粘り強く進めていく必要がある。東京圏への人口の過度の集
中を是正し、地方創生を支えるため、社会資本整備の地域間格差
の解消などにも息の長い、腰を据えた対策が求められる。

3　国・地方の連携の強化
地方創生から日本創生へ
地方創生を図るためには、まず地方が自ら地域の実情に応じて
創意工夫を凝らし、自主性・独自性を最大限に発揮して取り組む
必要がある。地方六団体としても、地方創生を日本創生につなげ

ていくという強い決意と覚悟をもって取り組んでいく考えである。
とりわけ取組の成果を高めるためには、全国の自治体が限られ
た資源を共有し、かつ連携することが不可欠である。今後、地域
間連携（県域・市町村域を越えた連携含む）や、産学官など多様
な主体との協働を積極的に進めていく考えである。
国自らも施策展開を
一方で、地方の人口減少の歯止めやその背景である東京一極集
中の是正など、地方創生を実現するために国が自ら果たすべき役
割は極めて大きい。
国は昨年12月に「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、
その中で国として実施するべき施策を掲げているところであり、
これを迅速かつ着実に実行に移していく必要がある。
そうした施策を含め、地方創生を地方の努力への支援に止まる
ことなく、国が本来果たすべき役割を明確にすべきである。とり
わけ、結婚・出産・子育てへの支援、企業の地方移転促進などの
仕組みづくり、大学・政府機関等の地方移転などの東京一極集中
是正に向けた取組、多軸型国土の形成などについて、国が自らな
すべき施策を長期的視点に立って不退転の決意で、かつ大胆に実
行していくべきと考える。

以上により、地方と国の取組が車の両輪となって、地方創生か
ら日本創生への道筋を確固たるものとすることができる。
　

Ⅱ　地方創生のための提言

政府は、6月を目途に「まち・ひと・しごと創生基本方針
2015」を策定することとされている。この基本方針の策定と今後
の地方創生施策の展開にあたり、以下の各事項について要請する。

1　地方の主体的な取組とその財源の確保
上記の決意と覚悟のもと、平成28年度以降取り組む地方創生に
係る事業に必要な財源について、以下を含めその総額をしっかり
と確保すること
「まち・ひと・しごと創生事業費」の拡充及び一般財源の総額確保
• 　プライマリーバランスの黒字化を理由として地方交付税総額
を圧縮しようとする動きがあるが、それ自体が地方創生に逆行
するものであり、容認できない。そのため、平成27年度地方財
政計画に計上された「まち・ひと・しごと創生事業費」の拡充
を図るとともに、地方の安定的な行財政運営に必要な一般財源
総額を十分に確保すること

第2922号5　平成27年 6 月15日
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て
、
昨
年
暮
れ
に
、
こ
の
よ
う
な
国
民
会
議

を
作
る
こ
と
が
閣
議
決
定
で
決
ま
っ
た
。
問

題
は
、
東
京
に
住
ん
で
い
る
50
歳
代
の
男
性

の
５
割
が
、
ま
た
若
い
人
た
ち
の
47
％
が
地

方
に
住
み
た
い
と
思
っ
て
お
り
、
地
方
側
も

人
が
暮
ら
し
て
欲
し
い
と
思
っ
て
い
る
が
、

そ
の
よ
う
な
こ
と
を
国
民
運
動
に
し
て
い
く

た
め
に
何
が
必
要
で
あ
る
か
、
我
々
は
何
に

気
づ
い
て
い
な
い
の
か
と
い
う
こ
と
で
あ

り
、
こ
れ
ら
に
つ
い
て
是
非
こ
の
国
民
会
議

で
議
論
い
た
だ
き
、
国
民
運
動
と
し
て
い
た

だ
き
た
い
と
の
挨
拶
が
あ
っ
た
。　

　

そ
の
後
、
意
見
交
換
に
入
り
、
石
橋
経
済

農
林
委
員
会
委
員
か
ら
、
島
根
県
邑
南
町
の

人
口
は
、
平
成
25
、
26
年
度
連
続
で
社
会
増

減
が
プ
ラ
ス
で
あ
り
、
Ｉ
タ
ー
ン
だ
け
で
も

２
０
０
名
、
Ｕ
タ
ー
ン
も
含
め
る
と
３
０
０

名
を
超
え
て
い
る
。
５
年
前
と
比
較
し
て
も

20
～
30
歳
台
の
女
性
は
１
０
４
％
に
増
え
て

い
る
。
合
計
特
殊
出
生
率
も
24
年
度
は
２
・

65
で
あ
り
、
こ
の
よ
う
な
状
況
を
見
る
と
、

田
舎
に
住
ん
で
い
た
だ
け
れ
ば
、
少
子
化
は

か
な
り
解
決
す
る
の
で
は
な
い
か
と
の
感
触

を
得
て
い
る
。
ま
た
、
地
方
移
住
を
進
め
る

に
は
、
攻
め
と
守
り
と
移
住
者
ケ
ア
の
３
つ

が
必
要
で
あ
り
、
攻
め
に
つ
い
て
は
、
地
域

お
こ
し
協
力
隊
を
活
用
し
な
が
ら
、
Ｂ
級
グ

ル
メ
だ
け
で
な
く
Ａ
級
グ
ル
メ
を
東
京
に
売

り
出
す
。
守
り
は
「
日
本
一
の
子
育
て
村
構

想
」
を
掲
げ
、
第
二
子
以
降
、
保
育
料
や
中

学
生
ま
で
の
医
療
費
を
無
料
と
し
負
担
軽
減

を
図
っ
て
お
り
、
女
性
と
子
ど
も
に
焦
点
化

し
て
呼
び
込
む
施
策
を
進
め
る
こ
と
が
大

　

は
じ
め
に
、
議
長
に
三
村
明
夫
氏
（
日
本

商
工
会
議
所
会
頭
）
を
選
任
し
た
後
、
石
破

地
方
創
生
担
当
大
臣
か
ら
、
地
方
の
人
口
減

少
や
東
京
一
極
集
中
に
歯
止
め
を
か
け
る
こ

と
が
政
府
の
方
針
で
あ
り
、
そ
の
一
環
と
し

事
。
移
住
者
ケ
ア
に
つ
い
て
は
、
Ｉ
タ
ー
ン

の
居
住
者
の
方
は
、
色
々
と
不
安
が
あ
る
の

で
、
か
ゆ
い
と
こ
ろ
ま
で
手
が
届
く
よ
う
な

徹
底
的
な
ケ
ア
が
重
要
。
ま
た
、
仕
事
づ
く

り
も
大
切
で
、例
え
ば
半
農
半
Ｘ
等
に
よ
り
、

豊
か
な
生
活
が
お
く
れ
る
こ
と
を
Ｐ
Ｒ
し
て

い
く
こ
と
も
大
事
―
と
の
発
言
が
あ
っ
た
。

　

最
後
に
、石
破
地
方
創
生
担
当
大
臣
か
ら
、

本
日
皆
様
か
ら
頂
い
た
意
見
を
今
後
ど
う
活

か
し
て
い
く
の
か
、
三
村
議
長
と
も
相
談
し

な
が
ら
、
ご
了
解
を
得
た
う
え
で
シ
ェ
ア
し

て
い
き
た
い
。
ま
た
、
委
員
各
自
が
今
日
出

た
意
見
を
持
ち
帰
っ
て
、「
こ
ん
な
話
が
あ
っ

た
よ
」「
う
ち
の
地
域
で
も
や
れ
な
い
か
」

と
い
う
よ
う
に
議
論
が
広
が
っ
て
い
く
こ
と

が
大
切
で
あ
り
、そ
う
し
た
こ
と
を
通
じ
て
、

次
の
会
議
ま
で
に
何
を
や
っ
て
い
く
の
か
、

ひ
と
つ
ひ
と
つ
形
に
し
て
い
か
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。
今
日
は
こ
の
よ
う
な
国
民
会
議
と

い
う
場
だ
っ
た
が
、
各
々
の
地
域
で
受
け
入

れ
る
側
の
会
議
が
必
要
だ
と
思
っ
て
い
る
。

来
年
３
月
末
ま
で
に
全
国
１
７
１
８
市
町

村
、
47
都
道
府
県
で
総
合
戦
略
を
策
定
す
る

よ
う
法
律
に
う
た
わ
れ
て
お
り
、
政
府
と
し

て
も
リ
ー
サ
ス
に
よ
る
情
報
支
援
や
人
材
支

援
、
財
政
支
援
な
ど
あ
ら
ゆ
る
支
援
を
行
っ

て
い
く
。
産
・
官
・
学
・
金
・
労
・
言
が
こ

の
よ
う
に
一
堂
に
会
す
る
こ
と
で
様
々
な
議

論
を
し
て
い
た
だ
き
、
地
方
で
暮
ら
し
て
も

ら
う
た
め
に
何
が
必
要
か
、
今
後
、
委
員
各

位
の
意
見
を
伺
っ
て
い
き
た
い
と
の
発
言
が

あ
っ
た
。

▲石破地方創生担当大臣

▲石橋経済農林委員会委員

　

地
方
移
住
の
推
進
に
向
け
て
、
産
・
官
・
学
・
金
・
労
・
言
を
は
じ
め
と
す
る
国

民
各
層
が
一
体
と
な
っ
た
取
組
を
推
進
し
、
国
民
的
・
社
会
的
な
気
運
を
高
め
る
こ

と
を
目
的
と
し
た
、『「
そ
う
だ
、
地
方
で
暮
ら
そ
う
！
」
国
民
会
議
』
が
5
月
27
日

に
内
閣
府
に
お
い
て
開
催
さ
れ
、
本
会
か
ら
は
石
橋
経
済
農
林
委
員
会
委
員
（
島
根

県
町
村
会
長
・
邑
南
町
長
）
が
委
員
と
し
て
出
席
し
た
。
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「
そ
う
だ
、地
方
で
暮
ら
そ
う
！
」国
民
会
議
に

石
橋
経
済
農
林
委
員
会
委
員
が
出
席

全

　国

町
村
会
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会
議
に
は
、政
府
か
ら
高
市
総
務
大
臣
、

越
智
内
閣
府
大
臣
政
務
官
（
金
融
担
当
）、

関
経
済
産
業
大
臣
政
務
官
が
、
地
方
か
ら

は
本
会
の
白
石
副
会
長
の
他
、
全
国
知
事

会
会
長
、全
国
市
長
会
会
長
が
出
席
し
た
。

ま
た
、
地
域
産
業
界
や
地
域
金
融
機
関
を

代
表
し
、
日
本
商
工
会
議
所
会
頭
や
全
国

銀
行
協
会
副
会
長
ら
が
出
席
し
た
。

　

白
石
副
会
長
は
、
市
町
村
の
創
業
支
援

事
業
計
画
な
ど
地
域
経
済
の
支
援
策
に
つ

い
て
は
、
愛
媛
県
内
で
も
地
域
に
よ
っ
て

事
情
が
大
き
く
異
な
り
、
全
国
的
な
施
策

の
展
開
に
あ
た
っ
て
は
、
各
地
域
の
実
情

に
応
じ
た
対
応
が
重
要
で
あ
る
と
述
べ

た
。
ま
た
、
雇
用
に
つ
い
て
も
県
外
に
人

材
が
流
出
し
な
い
よ
う
な
方
策
を
検
討
す

べ
き
で
あ
る
な
ど
と
述
べ
た
。

地
域
に
希
望
あ
り

　―
ま
ち
・
人
・
仕
事
を
創
る

大
江
正
章
・
著

岩
波
書
店　

８
０
０
円
＋
税

　

２
０
４
０
年
に
は
全
国
８
９
６
の
市
区
町
村

が
「
消
滅
可
能
性
都
市
」
に･･･

。
増
田
レ
ポ
ー

ト
は
多
く
の
市
町
村
や
住
民
に
衝
撃
を
も
た
ら

し
た
。
一
方
で
、「
消
滅
可
能
性
都
市
」
1
位

と
さ
れ
た
群
馬
県
南
牧
村
で
は
、
空
き
家
バ
ン

ク
の
活
用
や
新
規
就
農
者
な
ど
に
よ
っ
て
移
住

者
が
増
加
傾
向
に
あ
る
。
ま
た
、
8
割
以
上
が

消
滅
可
能
性
都
市
と
さ
れ
た
島
根
県
で
も
、
複

数
の
町
村
で
近
年
人
口
が
増
え
て
い
る
。
な
ぜ

今
農
山
村
に
人
々
が
集
ま
り
つ
つ
あ
る
の
か
。

本
当
の
豊
か
さ
と
は
何
か
。
本
書
は
、
南
牧
村

の
よ
う
に
消
滅
の
可
能
性
を
提
示
さ
れ
な
が
ら

も
、
活
気
あ
ふ
れ
る
活
動
を
行
い
続
け
て
い
る

多
く
の
町
村
の
ル
ポ
で
あ
る
。

　

福
島
県
で
は
、
震
災
を
期
に
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

重
要
性
が
見
直
さ
れ
、「
２
０
４
０
年
に
再
生

可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
１
０
０
％
」を
目
標
と
し
て
、

会
津
地
方
を
中
心
に
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
利
用

を
す
す
め
る
動
き
が
広
ま
っ
て
い
る
。
自
ら
が

使
う
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
創
り
出
し
、
自
ら
が
消
費

す
る
食
べ
物
の
一
部
を
自
給
す
る
。
単
な
る
経

済
効
率
性
だ
け
で
は
評
価
で
き
な
い「
豊
か
さ
」

の
新
し
い
モ
デ
ル
が
そ
こ
に
あ
る
。

　

人
を
動
か
す
の
は
、
人
の
思
い
で
あ
る
。
本

書
か
ら
、
地
域
振
興
に
賭
け
る
人
々
の
熱
い
思

い
が
伝
わ
っ
て
く
る
。

▲冒頭に挨拶する高市総務大臣（中央）（左が白石副会長）

　

地
域
経
済
の
好
循
環
の
拡
大
に
は
、
地
域
の
総
力
を
挙
げ
た
取
組
が
必
要

で
あ
る
と
し
て
、
関
係
者
の
間
で
施
策
等
の
情
報
共
有
を
行
う
た
め
、「
地

域
経
済
好
循
環
拡
大
推
進
会
議
」
が
5
月
26
日
総
務
省
で
開
催
さ
れ
た
。
本

会
か
ら
は
白
石
副
会
長
（
愛
媛
県
町
村
会
長
・
松
前
町
長
）
が
出
席
し
た
。
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地
域
経
済
好
循
環
拡
大
推
進
会
議
に

白
石
副
会
長
が
出
席

全
国
町
村
会
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は
じ
め
に

　

平
成
27
年
４
月
24
日
に
「
平
成
26
年
度

小
規
模
企
業
の
動
向
に
関
す
る
年
次
報

告
」、「
平
成
26
年
度
に
お
い
て
講
じ
た
小

規
模
企
業
施
策
」
及
び
「
平
成
27
度
に
お

い
て
講
じ
よ
う
と
す
る
小
規
模
企
業
施

策
」（
以
下
「
２
０
１
５
年
版
小
規
模
企

業
白
書
」
と
い
う
）
が
閣
議
決
定
さ
れ
、

国
会
に
提
出
さ
れ
た
。

　

我
が
国
は
、
人
口
減
少
、
高
齢
化
、
国

内
外
の
競
争
の
激
化
、
地
域
経
済
の
低
迷

等
の
構
造
変
化
に
直
面
し
て
お
り
、
こ
れ

ら
の
構
造
変
化
は
、
地
域
の
経
済
・
雇
用

を
支
え
る
小
規
模
事
業
者
に
大
き
な
影
響

を
も
た
ら
し
て
い
る
。小
規
模
事
業
者
は
、

そ
も
そ
も
人
材
や
資
金
と
い
っ
た
経
営
資

源
に
大
き
な
制
約
が
あ
る
こ
と
に
加
え
、

そ
の
商
圏
及
び
取
り
扱
う
商
品
・
サ
ー
ビ

ス
が
限
定
さ
れ
て
お
り
、
価
格
競
争
や
リ

ス
ク
対
応
力
が
弱
い
た
め
、
構
造
変
化
の

影
響
を
受
け
や
す
い
。
加
え
て
、
小
規
模

事
業
者
が
抱
え
る
問
題
と
し
て
、
経
営
者

の
高
齢
化
が
進
ん
で
お
り
、
後
継
者
不
足

等
が
経
営
の
低
迷
や
廃
業
に
直
結
し
て
い

る
。
こ
う
し
た
中
で
、
２
０
１
４
年
６
月

に
、
小
規
模
基
本
法
、
小
規
模
支
援
法
が

成
立
し
、
小
規
模
事
業
者
へ
の
支
援
に
向

け
て
一
層
の
は
ず
み
が
つ
い
た
と
こ
ろ
で

あ
る
。

　

こ
う
し
た
状
況
を
背
景
に
、
創
刊
さ
れ

た
２
０
１
５
年
版
小
規
模
企
業
白
書
で
あ

る
が
、
全
体
を
２
部
構
成
と
し
て
い
る
。

第
１
部
で
は
小
規
模
事
業
者
の
構
造
分
析

を
行
い
、
小
規
模
事
業
者
の
現
状
や
経
年

的
動
向
、
直
面
す
る
課
題
等
を
明
ら
か
に

し
、
第
２
部
で
は
、
小
規
模
事
業
者
の
取

組
事
例
を
取
り
上
げ
て
い
る
。
第
２
部
の

詳
細
は
白
書
に
譲
り
、
本
文
で
は
第
１
部

を
紹
介
す
る
こ
と
と
す
る
。

Ⅰ　

�

小
規
模
事
業
者
の
構
造
分
析

（
第
１
部
）

Ⅰ

－

１　

�

小
規
模
事
業
者
の
実
態

（
第
１
部
第
１
章
）

　

ま
ず
、
我
が
国
の
小
規
模
事
業
者
の
実

態
を
把
握
す
る
た
め
、
直
近
の
政
府
統
計

（
総
務
省
・
経
済
産
業
省
「
平
成
24
年
度

経
済
セ
ン
サ
ス－

活
動
調
査
」）
を
使
用

し
て
構
造
分
析
を
行
っ
て
い
る
。

　

第
１
図
は
、
我
が
国
に
存
在
す
る
中
小

企
業
の
約
９
割
（
約
３
３
４
万
者
）
を
占

め
る
小
規
模
事
業
者
の
業
種
別
内
訳
を
見

た
も
の
で
あ
る
が
、
小
規
模
事
業
者
の
業

種
構
成
と
し
て
、
多
い
順
に
、「
卸
売
業
、

小
売
業
（
約
75
万
者
）」、「
宿
泊
業
、
飲

食
サ
ー
ビ
ス
業
（
約
48
万
者
）」、「
建
設

業
（
約
45
万
者
）」、「
製
造
業
（
約
37
万

者
）」、「
生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス
業
・
娯
楽

業
（
約
36
万
者
）」、「
不
動
産
業
、
物
品

賃
貸
業
（
32
万
者
）」
と
な
っ
て
お
り
、

こ
れ
ら
の
業
種

で
、
全
小
規
模
事

業
者
数
の
約
８
割

を
占
め
て
い
る
。

　

次
に
、
小
規
模

事
業
者
の
経
営
の

実
像
に
つ
い
て
把

握
す
る
た
め
、
小

規
模
事
業
者
の
経

営
者
を
対
象
と
し

た
ア
ン
ケ
ー
ト
調

査
を
実
施
し
て
い

る
。
第
２
図
は
、

小
規
模
事
業
者
の

従
業
者
構
成
を
示

し
た
も
の
で
あ

る
。
従
業
者
の
う
ち
親
族
が
占
め
る
比
率

に
つ
い
て
、
個
人
事
業
者
で
約
７
割
、
法

人
で
約
４
割
と
な
っ
て
お
り
、
小
規
模
事

業
者
は
親
族
の
就
労
に
よ
っ
て
支
え
ら
れ

て
い
る
構
図
が
浮
き
彫
り
に
な
っ
た
。
ま

た
、
経
営
者
か
ら
見
て
、
従
業
員
は
「（
と

て
も
）
貢
献
し
て
い
る
」
と
す
る
回
答
が

実
に
９
割
を
超
え
、
会
社
に
と
っ
て
頼
も

し
い
存
在
と
な
っ
て
い
る
調
査
結
果
に
つ

い
て
も
特
筆
し
た
い
（
第
３
図
）。

Ⅰ

－

２　

�

小
規
模
事
業
者
の
動
向

（
第
１
部
第
２
章
）

　

小
規
模
事
業
者
の
長
期
的
な
動
向
を
俯

瞰
し
て
い
る
。
過
去
50
年
間
の
我
が
国
の

卸売業,小売業

751,845(22.5%)
うち､卸売業163,713( 4.9%)

うち､小売業588,132(17.6%)

宿泊業,飲食ｻｰﾋﾞｽ業

475,183(14.2%)

建設業

448,293(13.4%)
製造業

373,766(11.2%)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業

,娯楽業

357,806(10.7%)

不動産業,物品賃貸業

318,962(9.5%)

学術研究,専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業

159,400(4.8%)

医療,福祉140,484(4.2%)

ｻｰﾋﾞｽ業(他に分類されない)

105,064(3.1%)

教育,学習支援業92,619(2.8%)

運輸業,郵便業 55,287(1.7%)

情報通信業 29,558(0.9%)

金融業,保険業 29,187(0.9%)

複合ｻｰﾋﾞｽ事業 3,461(0.1%)

鉱業,採石業,砂利採取業

1,489(0.04%)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業

410(0.01%)

資料：総務省・経済産業省「平成24年度経済センサス－活動調査」再編加工
(注) 非一次産業について掲載

第１図　小規模事業者数の業種別内訳
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初
め
て
の「
２
０
１
５
年
版
小
規
模
企
業
白
書
」に
つ
い
て

―
中
小
企
業
庁 

経
営
支
援
部 

小
規
模
企
業
振
興
課
―
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事
業
者
数
、
事
業
所
数
を
見
る
と
、
規
模

を
問
わ
ず
、
１
９
８
６
年
ま
で
は
増
加
傾

向
で
あ
っ
た
が
、
そ
れ
以
降
は
減
少
に
転

じ
て
い
る
こ
と
が
分
か
る
（
第
４
図
）。

小
規
模
事
業
者
の
事
業
所
の
減
少
数
を
見

る
と
、約
30
年
前
（
１
９
８
６
年
）
の
ピ
ー

ク
時
と
比
較
し
、
２
０
１
２
年
に
は
▲
約

１
０
７
万
者
（
▲
約
21
％
）
と
な
り
、
大

幅
に
減
少
し
て
い
る
。

Ⅰ

－

３　

�

小
規
模
事
業
者
の
未
来

（
第
１
部
第
３
章
）

　

小
規
模
事
業
者
に
と
っ
て
重
要
な
観
点

で
あ
る
事
業
の
持
続
化
や
、
向
上
に
重
要

と
思
わ
れ
る
課
題
を
取
り
上
げ
て
い
る
。

①
販
路
開
拓
・
利
益
確
保
、
②
多
様
・
柔

軟
な
働
き
方
と
し
て
着
目
さ
れ
て
い
る
フ

リ
ー
ラ
ン
ス
、
③
若
年
経
営
者
へ
の
事
業

承
継
へ
の
取
組
の
三
つ
の
柱
に
焦
点
を
当

て
分
析
を
行
っ
た
。
紙
数
の
関
係
で
二
つ

目
の
柱
ま
で
を
紹
介
し
た
い
。

　

一
つ
目
の
柱
で
あ
る
販
路
開
拓
に
つ
い

て
、
小
規
模
事
業
者
が
実
際
に
ど
の
よ
う

な
取
組
を
行
っ
て
い
る
か
を
聞
い
た
も
の

が
第
５
図
で
あ
る
。
実
際
に
取
組
を
行
っ

て
い
る
と
し
た
回
答
の
う
ち
最
も
多
い
も

の
は
、「
新
し
い
顧
客
へ
の
直
接
訪
問
・

売
り
込
み
」、「
対
面
販
売
に
お
け
る
顧
客

へ
の
説
明
・
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
充

実
」と
な
っ
て
い
る
。

小
規
模
事
業
者
は
、

販
路
開
拓
に
向
け

て
、
対
面
的
な
営
業

活
動
に
最
も
積
極
的

に
取
り
く
ん
で
い
る

こ
と
が
分
か
っ
た
。

そ
の
上
で
販
路
開
拓

へ
の
取
組
が
、
売
上

の
増
加
と
ど
の
よ
う

な
関
係
が
あ
る
の
か

を
見
て
み
よ
う
。
第

６
図
は
、
販
路
開
拓

に
向
け
て
実
際
に
取

り
組
ん
で
い
る
取
組

（
複
数
回
答
）
と
近

年
（
２
０
１
２
～
２

０
１
４
年
）
の
売
上

傾
向
と
の
関
係
を
見

た
も
の
で
あ
る
。「
営

業
能
力
の
高
い
人
材
の
新
規
採
用
」
に
取

り
組
ん
で
い
る
事
業
者
に
つ
い
て
、
足
下

の
売
上
は
増
加
傾
向
と
な
っ
て
い
る
が
、

第
５
図
の
と
お
り
、
実
際
に
取
り
組
ん
で

い
る
事
業
者
は
少
な
い
こ
と
が
分
か
る
。

他
方
、
多
く
の
小
規
模
事
業
者
が
実
際
に

取
り
組
ん
で
い
る
、「
新
し
い
顧
客
へ
の

直
接
訪
問
・
売
り
込
み
」
と
い
っ
た
対
面

的
な
営
業
活
動
が
売
上
増
加
に
つ
な
が
っ

29.6% 7.7% 30.1%
0.9%

0.03%
22.4% 9.0% 0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

個人事業者(n=10532)

事業主 無給の親族従業者 常用雇用者（親族） 臨時雇用者（親族） 他社からの派遣（親族） 常用雇用者 臨時雇用者 他社からの派遣

従業者に占める本人・親族従業者の比率

3.7% 26.6% 10.3%
0.6%

0.1%
51.4% 6.5% 0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

法人(n=20335)

有給役員 有給役員（親族） 常用雇用者（親族） 臨時雇用者（親族） 他社からの派遣（親族） 常用雇用者 臨時雇用者 他社からの派遣

従業者に占める本人・親族従業者の比率

資料：中小企業庁委託「小規模企業者の事業活動の実態把握調査」（2015年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所）

とても貢献し

ている

40.2%

貢献している

51.6%

どちらとも言えない

7.4%

あまり貢献していない

0.6%

殆ど貢献していない

0.2%

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」（2015年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所）

(n=5,874)
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(万者/万事業所)

事業所・企業統計調査 経済センサス

資料：総務省「事業所・企業統計調査」、「平成21年経済センサス-基礎調査」、総務省・経済産業省「平成24年経済センサス-活動調査」再編加工

(注)1．企業＝会社数＋個人事業所数(単独事業所及び本所・本社・本店事業所とする)

2．2012年の数値より、中小企業及び小規模企業の企業数に政令特例業種を反映している。

第２図　小規模事業者の従業者構成（個人事業者、法人別）

第３図　経営者から見て従業員は会社や事業に貢献しているか

第４図　我が国の事業者数／事業所数の推移
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て
い
る
割
合
は
高
く
な
い
。
こ
う
し
た
取

組
に
つ
い
て
は
、
売
上
の
増
加
に
つ
な
が

る
よ
う
に
、
精
度
の
向
上
に
取
り
組
む
こ

と
が
必
要
と
考
え
ら
れ
る
。

　

な
お
、
白
書
で
は
、
小
規
模
事
業
者
の

販
路
開
拓
等
の
事
業
活
動
を
後
押
し
す
る

国
の
支
援
策
の
一
つ
と
し
て
、「
小
規
模

事
業
者
持
続
化
補
助
金
」
を
紹
介
し
て
い

る
。
本
補
助
金
の
特
徴
は
、
受
給
要
件
の

一
つ
と
し
て
、
小
規
模
事
業
者
が
経
営
計

画
を
自
ら
作
成
し
、
同
計
画
の
審
査
を
受

け
る
必
要
が
あ
る
こ
と
で
あ
る
。
採
択
に

至
っ
た
小
規
模
事
業
者
を
対
象
に
ア
ン

ケ
ー
ト
を
行
っ
た
と
こ
ろ
で
は
（
第
７

図
）、
全
体
の
約
６
割
が
本
補
助
金
の
活

用
を
き
っ
か
け
に
初
め
て
経
営
計
画
を
作

成
し
た
と
回
答
し
て
い
る
。
ま
た
、
経
営

計
画
作
成
後
に
小
規
模
事
業
者
の
意
識
の

変
化
を
聞
い
た
と
こ
ろ
、「
自
社
の
強
み
・

弱
み
が
明
ら
か
に
な
っ
た
」、「
新
た
な
事

業
を
企
画
で
き
た
」
と
す
る
回
答
が
５
割

を
超
え
た
ほ
か
、「
事
業
の
見
直
し
を
行

う
き
っ
か
け
と
な
っ
た
」
が
約
４
割
と
な

る
な
ど
、
経
営
に
向
き
合
お
う
と
す
る
意

識
が
生
ま
れ
て
い
る
。
な
お
、
本
補
助
金

で
求
め
て
い
る
経
営
計
画
は
１
ペ
ー
ジ
程

の
簡
易
な
も
の
で
あ
る
が
、
小
規
模
事
業

者
自
ら
が
し
っ
か
り
と
し
た
経
営
計
画
を

練
る
上
で
、
十
分
効
果
が
上
が
る
も
の
と

考
え
ら
れ
る
。

　

二
つ
目
の
柱
は
、
広
い
意
味
で
の
小
規

模
事
業
者
の
中
で
、
近
年
、
ソ
フ
ト
ウ
ェ

51.7% 50.8% 50.3%

43.3%

31.3%

0.4%
2.4%

0%

20%

40%

60%

他の補助

金等の活

用にも関

心を持っ

た

自社の強

み・弱み

が明らか

になった

新たな事

業を企画

できた

事業の見

直しを行

うきっか

けとなっ

た

自社の事

業に優先

順位をつ

けれた

特になし その他

経営計画の作成を経た小規模事業者の意識の変化
(複数回答)

資料：中小企業庁「中小企業・小規模事業者に対する過去の経済対策の効果」(2014年11月)

今回の補

助金の申

請にあ

たって初

めて作成

した

59.4%

過去にも

作成した

ことがあ

る

40.6%

（n=5,266)

経営計画の作成経験の有無

(n=5,266)

29.6 

23.5 

23.5 

23.4 

22.9 

22.6 

21.2 

20.2 

19.0 

19.0 

17.6 

17.0 

15.7 

15.4 

40.2 

40.8 

39.2 

41.0 

43.4 

40.2 

40.8 

41.8 

40.2 

40.1 

39.0 

39.7 

33.3 

38.5 

30.1 

35.7 

37.2 

35.6 

33.7 

37.2 

38.0 

38.0 

40.9 

40.9 

43.4 

43.3 

51.0 

46.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

営業能力の高い人材の新規採用(n=614)

自社の技術・ノウハウを活かした新商品・サービスの開発・投入(n=1,849)

顧客・市場ニーズを踏まえた新商品・サービスの開発・投入(n=1,721)

自社の製品・商品の市場分析

（地域における情報交換、経営セミナー等への積極参加）(n=1,307)

現在の社員の営業能力の向上(n=1,678)

ホームページ、Eメールを活用した情報発信(n=1,784)

市場分析の結果に基づく商品の開発・提供(n=1,005)

ネット販売の実施(n=835)

新しい顧客（企業、消費者の両方含む）への直接訪問・売り込み(n=2,151)

その他(n=958)

現在の主要な販売地域外への宣伝・広告

（ポスティング、折り込み広告、訪問等）(n=1,525)

対面販売における顧客への説明・コミュニケーションの充実(n=2,217)

特に取り組んでいない(n=833)

訪問販売の実施(n=577)

増加傾向である 横ばいである 減少傾向である

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査」(2015年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所)

(注)近年の売上傾向とは直近3年間(2012年～2014年)の売上傾向をいう。

第５図　販路開拓に向けて、実際に取り組んでいる取組（複数回答）

第６図　販路開拓のために実際に取り組んでいる取組（複数回答）と足元の売上
　　　　推移

第７図　小規模事業者の経営計画の作成経験
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顧
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市
場
ニ
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踏
ま
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新
商

品
・
サ

ビ
ス
の
開
発
・
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入

自
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の
製
品
・
商
品
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市
場
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E
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情
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信

市
場
分
析
の
結
果
に
基
づ
く
商
品
の
開

発
・
提
供

ネ
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販
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の
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新
し
い
顧
客
へ
の
直
接
訪
問
・
売
り
込
み

そ
の
他

現
在
の
主
要
な
販
売
地
域
外
へ
の
宣
伝
・

広
告

ポ
ス
テ
ィ
ン
グ

折
り
込
み
広
告

等

対
面
販
売
に
お
け
る
顧
客
へ
の
説
明
・
コ

ミ
ュ
ニ
ケ

シ
ョ
ン
の
充
実

特
に
取
り
組
ん
で
い
な
い

訪
問
販
売
の
実
施

(％)

(n=5,872)

平成27年 6 月15日　10第2922号



町 村 週 報 （第三種郵便物認可）

政 策

ア
の
設
計
・
開
発
（
Ｓ
Ｅ
）、
ウ
ェ
ブ
デ

ザ
イ
ン
、
ラ
イ
テ
ィ
ン
グ
、
翻
訳
・
通
訳

な
ど
、
自
ら
の
持
つ
経
験
や
技
能
を
拠
り

所
に
、組
織
に
属
さ
ず
個
人
で
活
動
す
る
、

い
わ
ゆ
る
“
フ
リ
ー
ラ
ン
ス
”
も
新
た
な

働
き
方
の
一
形
態
と
し
て
着
目
さ
れ
て
い

る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
フ
リ
ー
ラ
ン
ス

に
つ
い
て
は
、
必
ず
し
も
明
確
な
定
義
が

あ
る
訳
で
は
な
く
、
自
ら
が
持
つ
専
門
的

な
技
能
を
提
供
す
る
事
業
者
が
、
業
種
・

職
種
の
壁
を
越
え
て
、
横
断
的
に
形
成
さ

れ
て
い
る
こ
と
が
想
像
さ
れ
つ
つ
も
、
そ

の
実
像
を
把
握
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
っ

た
。
白
書
で
は
、
フ
リ
ー
ラ
ン
ス
の
事
業

形
態
に
つ
い
て
の
ア
ン
ケ
ー
ト

調
査
を
実
施
し
、
把
握
を
試
み

た
。
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
に
よ
る

も
の
で
あ
る
た
め
、
フ
リ
ー
ラ

ン
ス
の
全
体
像
を
直
接
把
握
す

る
こ
と
は
で
き
な
い
が
、
傾
向

を
見
て
い
る
。
詳
細
は
白
書
に

譲
る
が
、
興
味
深
い
調
査
結
果

の
一
つ
を
紹
介
す
る
。

　

フ
リ
ー
ラ
ン
ス
は
自
身
の
働

き
方
に
つ
い
て
、
ど
の
よ
う
な

点
を
メ
リ
ッ
ト
や
、
デ
メ
リ
ッ

ト
と
考
え
て
い
る
だ
ろ
う
か
。

第
８
図
は
フ
リ
ー
ラ
ン
ス
と
い

う
働
き
方
に
つ
い
て
五
つ
の
評

価
尺
度
か
ら
聞
い
た
も
の
で
あ

る
。「
自
由
度
・
裁
量
」、「
内
容
・

や
り
が
い
」、「
生
活
と
の
両
立
」

は
、「（
大
変
）
満
足
し
て
い
る
」

と
す
る
回
答
が
６
割
を
超
え
る

一
方
、「
社
会
的
評
価
」、「
収
入
」

は
、
満
足
度
が
低
い
傾
向
に
あ

る
こ
と
が
分
か
っ
た
。
収
入
や

社
会
的
評
価
の
満
足
度
は
低
い

な
が
ら
、
総
じ
て
自
身
の
仕
事
に
誇
り
を

持
ち
、
取
り
組
ん
で
い
る
姿
勢
が
う
か
が

え
る
。

Ⅰ

－

４�　

�
地
域
の
中
の
小
規
模
事
業
者

（
第
１
部
第
４
章
）

　

白
書
で
は
、
小
規
模
事
業
者
と
深
い
関

わ
り
の
あ
る
地
域
と
の
関
係
に
も
言
及
し

て
い
る
。
調
査
結
果
の
一
つ
と
し
て
、
小

規
模
事
業
者
の
地
域
活
動
へ
の
参
加
状
況

を
紹
介
し
た
い
。
第
９
図
は
、
小
規
模
事

業
者
に
地
域
活
動
へ
の
参
加
状
況
を
聞
い

た
も
の
で
あ
る
。
こ
れ
を
見
る
と
、
小
規

模
事
業
者
の
実
に
７
割
は
地
域
の
お
祭

り
、
イ
ベ
ン
ト
に
参
加
し
て
い
る
他
、
消

防
団
、
防
犯
活
動
、
Ｐ
Ｔ
Ａ
活
動
に
つ
い

て
も
少
な
か
ら
ず
参
加
し
て
い
る
と
い
う

こ
と
が
分
か
る
。

　

今
後
、
人
口
減
少
、
少
子
高
齢
化
が
進

行
し
て
い
る
地
域
も
多
い
が
、
そ
の
よ
う

な
中
で
こ
そ
小
規
模
事
業
者
は
必
要
不
可

欠
な
存
在
と
し
て
、
ま
す
ま
す
活
躍
の
場

が
広
が
っ
て
い
く
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

Ⅱ　

ま
と
め

　

２
０
１
５
年
版
小
規
模
企
業
白
書
を
概

観
し
て
き
た
。
初
回
と
な
る
小
規
模
企
業

白
書
は
、
頑
張
る
小
規
模
事
業
者
、
彼
ら

を
支
援
す
る
機
関
は
じ
め
、
小
規
模
事
業

者
に
関
心
を
寄
せ
る
多
く
の
読
者
に
と
っ

て
、
重
要
性
の
高
い
と
思
わ
れ
る
テ
ー
マ

を
抽
出
し
、
現
状
や
推
移
、
課
題
を
分
析

す
る
と
と
も
に
、
多
数
の
取
組
事
例
を

扱
っ
た
。
本
紙
数
で
は
紹
介
し
き
れ
な

か
っ
た
興
味
深
い
内
容
の
数
々
に
つ
い

て
、
ぜ
ひ
小
規
模
企
業
白
書
を
手
に
取
っ

て
頂
け
れ
ば
望
外
の
喜
び
で
あ
る
。

資料：中小企業庁委託「小規模事業者の事業活動の実態把握調査～フリーランス事業者調査編」（2015年2月、(株)日本アプライドリサーチ研究所）
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資料：中小企業庁委託「小規模企業者の事業活動の実態把握調査」（2015年1月、(株)日本アプライドリサーチ研究所）

(n=5,874)

第８図　フリーランスという働き方についての感じ方

第９図　小規模事業者の地域活動への参加状況
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◎
新
教
育
委
員
会
制
度
へ
の
移
行
と
教
委

の
現
状
調
査
―
文
部
科
学
省

文
部
科
学
省
は
５
月
１
日
、
新
教
育
委
員
会
制
度

へ
の
移
行
調
査
と
教
育
委
員
会
の
現
状
調
査
を
発
表

し
た
。
教
育
委
員
長
と
教
育
長
を
一
本
化
し
た
新
た

な
新
教
育
長
の
任
命
な
ど
を
盛
り
込
ん
だ
改
正
地
方

教
育
行
政
法
の
４
月
１
日
施
行
を
踏
ま
え
て
移
行
状

況
等
を
調
べ
た
も
の
。
新
教
育
長
を
任
命
し
た
の

は
、
都
道
府
県
・
政
令
市
が
19
団
体
（
28
％
）、
市

町
村
は
２
７
５ 

団
体
（
16
％
）
で
、
47
都
道
府
県
・

政
令
市
（
70
％
）
と
１
、４
２
２ 

市
町
村
（
83
％
）

は
経
過
措
置
で
旧
教
育
長
が
在
職
し
て
い
た
。
新
教

育
長
の
８
～
９
割
は
旧
教
育
長
の
辞
職
を
受
け
て
新

た
に
任
命
さ
れ
た
。
ま
た
、
新
教
育
長
の
約
８
割
は

教
育
行
政
経
験
者
だ
っ
た
。

現
状
（
２
０
１
３
年
度
）
で
は
、
教
育
委
員
会
会

議
を
都
道
府
県
・
政
令
市
は
29
・
９
回
、
市
町
村
は

15
・
６
回
そ
れ
ぞ
れ
開
催
。
地
域
住
民
の
意
向
反
映

の
た
め
土
日
・
祝
日
や
夕
方
開
催
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

開
催
な
ど
の
工
夫
も
あ
っ
た
。
ま
た
、
公
募
も
教
育

委
員
で
は
長
野
県
南
牧
村
、
滋
賀
県
日
野
町
な
ど
26

団
体
で
、
教
育
長
で
は
長
野
県
富
士
見
町
、
奈
良
県

上
牧
町
、
徳
島
県
石
井
町
な
ど
５
団
体
で
実
施
さ
れ

て
い
た
。
こ
の
ほ
か
、
首
長
と
教
育
委
員
会
と
の
意

見
交
換
会
を
37
％
の
市
町
村
が
実
施
、
さ
ら
に
総
額

裁
量
予
算
制
度
を
10
％
、
学
校
提
案
の
予
算
措
置
を

15
％
の
市
町
村
で
導
入
し
て
い
た
。

◎
減
反
政
策
廃
止
へ
飼
料
用
米
の
コ
ス
ト

を
半
減
―
農
林
水
産
省

農
林
水
産
省
は
、
５
月
12
日
の
政
府
・
産
業
競
争

力
会
議
で
農
林
水
産
業
の
成
長
産
業
化
や
農
政
改
革

の
実
行
と
新
た
な
戦
略
的
取
組
な
ど
を
説
明
し
た
。

今
年
３
月
に
閣
議
決
定
し
た
「
食
料
・
農
業
・
農
村

基
本
計
画
」
で
は
、
飼
料
用
米
等
に
つ
い
て
生
産
性

を
向
上
さ
せ
本
作
化
を
推
進
す
る
と
明
記
さ
れ
た
。

同
日
の
会
合
で
、農
水
省
は
飼
料
用
米
の
Ｋ
Ｐ
Ｉ（
重

要
業
績
評
価
指
標
）
と
し
て
、
単
収
５
割
向
上
と
併

せ
て
担
い
手
の
米
生
産
コ
ス
ト
の
４
割
低
減
を
目
指

す
こ
と
に
よ
り
、
２
０
２
５
年
ま
で
に
担
い
手
の
飼

料
用
米
の
生
産
コ
ス
ト
を
現
状
（
２
０
１
３
年
）
か

ら
５
割
程
度
低
減
・
生
産
性
は
２
倍
程
度
向
上
さ
せ

る
と
し
た
。
ま
た
、
担
い
手
へ
の
農
地
集
積
・
集
約

等
で
は
、
今
後
10
年
間
で
全
農
地
面
積
の
８
割
を
担

い
手
に
集
積
す
る
と
し
た
。
な
お
、
同
省
が
５
月
19

日
発
表
し
た
農
地
中
間
管
理
機
構
（
農
地
バ
ン
ク
）

の
農
地
集
約
実
績
に
よ
る
と
、
実
績
は
約
３
万
１
、

０
０
０ 

㌶
で
、
目
標
面
積
（
約
14
万
９
、
０
０
０ 

㌶
）
の
２
割
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。

ま
た
、
同
省
は
同
日
、「
新
し
い
介
護
食
品
（
ス

マ
イ
ル
ケ
ア
食
品
）
普
及
推
進
会
議
」
第
１
回
会
議

を
開
催
し
た
。
さ
ら
な
る
普
及
に
向
け
「
噛
む
・
飲

み
込
む
こ
と
が
困
難
な
人
向
け
食
品
」
の
あ
り
方
を

検
討
す
る
。

◎
日
本
版
Ｃ
Ｃ
Ｒ
Ｃ
構
想
へ
の
意
向
調
査
発

表
―
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
本
部

政
府
の
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
本
部
は
５
月

14
日
、
日
本
版
Ｃ
Ｃ
Ｒ
Ｃ
構
想
に
対
す
る
自
治
体
の

意
向
調
査
結
果
を
公
表
し
た
。
同
構
想
に
取
組
み
た

い
と
回
答
し
た
自
治
体
が
合
計
２
０
２ 

団
体

（
11
・
３
％
）
あ
り
、
う
ち
75
団
体
は
年
内
に
策
定

す
る
地
方
版
総
合
戦
略
に
も
盛
り
込
む
。
ま
た
、「
コ

ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
人
材
の
育
成
・
確
保
」
な
ど
を
求
め

る
声
が
多
か
っ
た
。
取
組
意
向
の
あ
る
自
治
体
は
、

北
海
道
（
沼
田
町
な
ど
31
団
体
）
や
青
森
県
（
今
別

町
な
ど
８
団
体
）、
福
島
県
（
猪
苗
代
町
な
ど
７
団

体
）、長
野
県
（
南
牧
村
な
ど
14
団
体
）、奈
良
県
（
安

堵
町
な
ど
７
団
体
）、
岡
山
県
（
和
気
町
な
ど
７
団

体
）、
熊
本
県
（
長
洲
町
な
ど
９
団
体
）、
鹿
児
島
県

（
十
島
村
な
ど
８
団
体
）
の
各
道
県
で
多
い
。
同
構

想
は
、
都
会
か
ら
健
康
な
う
ち
に
移
住
す
る
高
齢
者

に
継
続
的
な
ケ
ア
を
提
供
す
る
地
域
共
同
体
を
創
設

す
る
も
の
。
政
府
は
２
０
１
６
年
度
か
ら
の
創
設
を

目
指
し
て
い
る
。

ま
た
、
政
府
は
５
月
27
日
、
東
京
圏
か
ら
地
方
へ

の
移
住
促
進
の
機
運
向
上
の
た
め
国
民
会
議
を
発
足

さ
せ
た
。
自
治
体
や
経
済
界
・
地
方
の
大
学
関
係
者

ら
が
参
加
し
、「
行
動
宣
言
」
を
ま
と
め
た
。
５
月

26
日
に
は
、
石
破
茂
地
方
創
生
担
当
相
と
地
方
六
団

体
の
意
見
交
換
会
も
開
か
れ
た
。

◎
優
良
自
治
体
の
単
位
費
用
で
交
付
税
配

分
な
ど
提
案
―
経
済
財
政
諮
問
会
議

政
府
の
経
済
財
政
諮
問
会
議
は
５
月
19
日
、「
経

済
再
生
と
両
立
す
る
財
政
健
全
化
計
画
の
策
定
に
向

け
た
論
点
整
理
・
各
論
」
と
し
て
、「
社
会
保
障
」「
社

会
資
本
整
備
」「
文
教
・
科
学
技
術
」「
地
方
行
財
政

改
革
・
地
方
創
生
」に
つ
い
て
審
議
。
民
間
議
員
が
、

地
方
財
政
改
革
で
各
自
治
体
が
作
成
す
る
地
方
版
総

合
戦
略
に
「
公
的
部
門
の
産
業
化
」「
イ
ン
セ
ン
テ

ィ
ブ
改
革
」「
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
」

を
盛
り
込
む
よ
う
促
す
と
と
も
に
、
地
方
交
付
税
改

革
な
ど
を
提
案
し
た
。
政
府
が
夏
に
も
決
め
る
「
財

政
健
全
化
計
画
」（
５
年
間
）
に
向
け
「
骨
太
方
針
」

を
６
月
下
旬
に
ま
と
め
る
。

「
地
方
交
付
税
制
度
」
に
つ
い
て
「
従
来
の
財
源

保
障
機
能
重
視
か
ら
成
果
主
義
重
視
に
転
換
」
す
る

と
し
、
地
域
経
済
の
再
生
と
財
政
健
全
化
に
取
り
組

ん
だ
成
果
を
反
映
す
る
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
措
置
を
拡

充
す
る
と
し
た
。
併
せ
て
、
自
治
体
間
で
の
行
政
コ

ス
ト
比
較
を
徹
底
し
「
地
方
交
付
税
の
単
位
費
用
を

計
画
期
間
内
に
低
コ
ス
ト
団
体
に
合
わ
せ
る
仕
組
み

を
導
入
」
す
る
よ
う
提
案
。
さ
ら
に
、
交
付
税
等
の

配
分
基
準
を
「
人
口
や
ス
ト
ッ
ク
量
に
応
じ
た
も
の

か
ら
改
革
の
成
果
や
新
た
な
課
題
に
よ
り
重
点
を
置

く
方
向
で
見
直
す
」
と
し
た
。
ま
た
、
地
方
交
付
税

の
法
定
率
見
直
し
の
検
討
も
提
案
し
た
。

◎
公
共
交
通
網
再
編
へ
出
資
支
援
な
ど
改

正
法
成
立
―
国
会

改
正
地
域
公
共
交
通
活
性
化
再
生
法
が
５
月
20

日
の
参
院
本
会
議
で
可
決
、
成
立
し
た
。
地
域
公
共

交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
再
構
築
を
図
る
事
業
の
初
期

投
資
に
鉄
道
建
設
・
運
輸
施
設
整
備
支
援
機
構
が
出

資
で
き
る
よ
う
に
し
た
。
出
資
対
象
と
な
る
事
業
に

は
、
Ｌ
Ｒ
Ｔ
（
次
世
代
型
路
面
電
車
）・
Ｂ
Ｒ
Ｔ
（
バ

ス
高
速
輸
送
シ
ス
テ
ム
）
の
整
備
・
運
行
、
上
下
分

離
に
よ
る
地
方
鉄
道
の
再
生
、
バ
ス
路
線
網
の
再

編
、
Ｉ
Ｃ
カ
ー
ド
や
情
報
案
内
シ
ス
テ
ム
の
導
入
な

ど
を
予
定
し
て
い
る
。

今
回
の
改
正
法
は
、
昨
年
暮
れ
に
施
行
さ
れ
た
地

域
公
共
交
通
活
性
化
再
生
法
を
受
け
た
も
の
。
同
法

は
、
人
口
減
少
や
高
齢
化
が
進
む
中
、
民
間
事
業
者

に
任
せ
き
り
だ
っ
た
地
域
公
共
交
通
に
つ
い
て
自
治

体
が
先
頭
に
立
っ
て
、
ま
ち
づ
く
り
等
の
地
域
戦
略

と
一
体
と
な
っ
た
地
域
公
共
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
サ

ー
ビ
ス
を
形
成
す
る
と
し
た
。
具
体
的
に
は
、
自
治

体
の
地
域
公
共
交
通
網
形
成
計
画
に
新
た
に
「
地
域

全
体
を
見
通
し
た
面
的
な
公
共
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

の
再
構
築
」
な
ど
を
、同
実
施
計
画
に
は
既
存
路
線
・

ダ
イ
ヤ
の
見
直
し
や
新
た
な
サ
ー
ビ
ス
導
入
な
ど
を

追
加
。
併
せ
て
、
国
は
バ
ス
路
線
・
輸
送
力
の
設
定

等
の
許
認
可
審
査
基
準
の
緩
和
、
バ
ス
運
賃
・
料
金

の
規
制
緩
和
な
ど
を
行
う
と
し
て
い
る
。
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随 想

随 想
　

頑
張
る
地
方
を
応
援
す
る「
地
方
創
生
」

が
声
高
に
叫
ば
れ
て
い
る
。
日
本
創
成
会

議
、
増
田
レ
ポ
ー
ト
を
契
機
に
、
よ
う
や

く
本
格
的
な
地
方
創
生
に
拍
車
が
か
か
っ

た
。
危
機
感
と
と
も
に
、
大
き
な
期
待
を

寄
せ
て
い
る
と
こ
ろ
で
は
あ
る
が
、
過
去

に
幾
度
と
な
く
行
わ
れ
た
一
過
性
の
も
の

で
は
な
く
、
地
方
の
持
続
的
な
活
性
化
に

繋
が
る
よ
う
、
心
か
ら
望
ん
で
い
る
。

　

し
か
し
、「
頑
張
る
地
方
を
応
援
す
る
」

と
は
何
を
意
味
し
て
い
る
の
だ
ろ
う
か
。

　　

そ
も
そ
も
地
方
は
半
世
紀
以
上
前
か
ら

頑
張
り
続
け
て
い
る
。高
度
経
済
成
長
期
、

過
疎
が
進
行
す
る
状
況
に
あ
っ
て
も
、
農

業
や
、
漁
業
で
日
本
の
食
を
支
え
、
治
山

治
水
を
は
じ
め
、
水
源
の
涵
養
、
温
暖
化

ガ
ス
の
吸
収
な
ど
、
公
益
的
機
能
を
有
す

る
山
林
を
守
っ
て
き
た
。
子
供
を
産
み
、

育
て
、
教
育
を
受
け
さ
せ
て
、
勤
勉
で
優

秀
な
労
働
力
と
し
て
輩
出
し
て
き
た
。
さ

ら
に
、
都
市
に
は
建
設
で
き
な
い
原
子
力

発
電
所
に
よ
っ
て
電
力
を
供
給
し
、
都
市

の
生
活
と
繁
栄
を
支
え
て
き
た
。

　

地
方
は
痛
み
を
伴
い
な
が
ら
も
、
営
々

と
し
て
、
国
と
人
々
の
生
活
を
支
え
、
頑

張
り
続
け
て
き
た
の
で
あ
る
。

　

で
は
な
ぜ
地
方
は
衰
退
に
向
か
っ
た
の

だ
ろ
う
か
。
高
品
質
・
高
付
加
価
値
化
に

成
功
し
た
日
本
の
製
造
業
は
、
生
産
の
効

率
化
と
連
携
の
必
要
か
ら
、
企
業
と
人
が

集
中
し
、
新
た
な
産
業
と
投
資
を
喚
起
す

る
好
循
環
を
達
成
し
た
。
一
方
で
、
過
疎

化
す
る
地
方
の
農
林
水
産
業
は
、
技
術
革

新
や
効
率
化
か
ら
取
り
残
さ
れ
、
人
口
減

少
と
と
も
に
、
時
代
に
即
し
た
社
会
資
本

整
備
が
遅
れ
、
民
間
参
入
に
必
要
な
高
速

交
通
や
商
圏
成
立
が
困
難
と
な
り
、
他
の

産
業
育
成
も
進
ま
な
か
っ
た
。

　

さ
ら
に
、公
共
サ
ー
ビ
ス
を
民
営
化
し
、

市
場
に
で
き
る
こ
と
は
市
場
に
委
ね
る

「
官
か
ら
民
へ
」
の
政
治
の
流
れ
に
よ
っ

て
、
そ
の
維
持
も
危
う
く
な
っ
て
い
る
。

ま
さ
に
都
市
と
は
対
照
的
な
悪
循
環
で
あ

る
。

　

し
か
し
地
方
に
は
日
本
を
支
え
る
重
要

な
文
化
が
残
っ
て
い
る
。
そ
れ
は
、
人
と

人
と
の
濃
密
な
人
間
関
係
で
あ
り
、
支
え

あ
う
絆
の
力
で
あ
る
。
本
来
、
社
会
的
共

通
資
本
で
あ
る
べ
き
教
育
、
医
療
、
介
護
、

防
災
、
道
路
、
公
共
交
通
な
ど
、
都
市
と

の
不
均
衡
が
存
在
す
る
中
で
、
生
活
を
支

え
あ
っ
て
い
る
。
し
か
も
、
社
会
を
俯
瞰

し
、
個
々
の
責
任
と
役
割
を
果
た
し
て
い

る
。
税
や
料
金
の
収
納
率
や
投
票
率
な
ど

が
高
い
の
も
そ
の
表
れ
で
あ
る
。

　

一
方
、
都
市
部
で
の
人
間
関
係
は
極
、

狭
い
範
囲
で
し
か
成
立
せ
ず
、「
地
域
社

会
」の
概
念
も
存
在
し
に
く
い
。
よ
っ
て
、

役
割
と
責
任
の
認
識
が
困
難
と
な
り
、
匿

名
性
も
相
ま
っ
て
、
規
範
意
識
や
抑
止
力

が
低
下
す
る
。
結
果
、
情
緒
的
、
衝
動
的

行
動
な
ど
、
負
の
連
鎖
が
生
じ
、
モ
ラ
ル

レ
ス
、
犯
罪
の
多
発
、
さ
ら
に
社
会
性
の

欠
如
に
つ
な
が
る
。
仮
に
、
都
市
に
お
い

て
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
が
再
構
築
さ
れ
れ
ば
、

様
々
な
課
題
は
少
な
か
ら
ず
解
消
さ
れ
、

経
費
削
減
に
つ
な
が
る
だ
ろ
う
。

　　

急
激
な
人
口
減
少
は
日
本
の
生
産
性
や

社
会
制
度
の
持
続
可
能
性
に
と
っ
て
、
喫

緊
の
課
題
で
あ
る
。
こ
れ
以
上
、
出
生
率

の
低
い
都
市
に
若
者
が
集
中
す
れ
ば
、
加

速
度
的
な
減
少
が
進
む
。
も
は
や
、
急
激

な
人
口
減
少
を
止
め
ら
れ
る
の
は
、
地
方

へ
の
若
者
移
住
し
か
な
い
。
豊
か
な
自
然

環
境
や
人
間
関
係
の
中
で
こ
そ
、
バ
ラ
ン

ス
の
と
れ
た
人
材
が
育
ま
れ
る
。

　

こ
の
よ
う
に
地
方
が
、
国
を
支
え
る
好

循
環
を
得
る
た
め
に
は
、
定
住
人
口
の
増

加
が
欠
か
せ
な
い
。
地
方
の
人
口
増
に

よ
っ
て
中
山
間
の
地
域
資
源
を
有
効
に
活

用
す
る
創
業
が
喚
起
さ
れ
、
公
平
で
あ
る

べ
き
社
会
資
本
の
整
備
が
進
め
ば
、
新
た

な
投
資
が
生
ま
れ
、
日
本
全
体
の
生
産
性

の
底
上
げ
も
可
能
と
な
る
。

　

よ
っ
て
、
地
方
は
広
域
的
な
連
携
も
視

野
に
入
れ
、
持
続
的
好
循
環
を
生
み
出
す

自
立
策
を
模
索
し
な
く
て
は
な
ら
な
い
。

　

し
か
し
、
移
住
の
促
進
は
、
地
方
の
頑

張
り
だ
け
で
は
限
界
が
あ
る
。
国
に
よ
る

主
導
的
か
つ
抜
本
的
な
政
策
発
信
に
よ
っ

て
喚
起
さ
れ
、
地
方
の
独
自
性
と
多
様
性

を
活
か
し
た
政
策
に
よ
っ
て
実
現
、
定
着

す
る
。
官
公
庁
や
大
学
、
企
業
な
ど
の
地

方
移
転
を
喚
起
す
る
仕
組
み
づ
く
り
な

ど
、
国
が
本
気
度
を
示
す
べ
き
で
あ
る
。

　　

省
み
れ
ば
、
国
を
牽
引
す
る
都
市
の
繁

栄
に
躍
起
に
な
る
あ
ま
り
、
一
極
集
中
の

是
正
や
社
会
的
共
通
資
本
の
公
平
性
な

ど
、
七
割
も
の
国
土
に
暮
ら
す
、
少
数
国

民
の
自
立
へ
の
配
慮
を
欠
い
た
積
年
の
政

策
が
、
今
、
日
本
の
様
々
な
課
題
と
な
っ

て
は
い
な
い
だ
ろ
う
か
。

　

一
票
の
格
差
に
揺
れ
る
昨
今
、
民
主
主

義
の
本
質
を
振
り
返
る
の
も
ま
た
、
重
要

な
こ
と
で
あ
る
。

中な
か

塚つ
か

　
　寛

ひ
ろ
し

福
井
県
お
お
い
町
長

日
本
を
支
え
続
け
る
地
方
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ご契約のお車が、事故・故障で自力走行できなくなった場合、事前にロードアシスタンス専用デスクにご連絡ください。ロードアシスタンス業者
にお取り次ぎし、レッカーや30分程度の緊急修理などを手配します。

・このご案内は概要を説明したものです。詳しい内容については取扱代理店（千里）までお問い合せください。

〈車両保険引受保険会社〉損害保険ジャパン日本興亜株式会社

SJNK14-12003(2014.11.21作成）

「損害保険ジャパン日本興亜株式会社」は損保ジャパンと日本興亜損保が 2014年９月１日に合併し誕生した会社です。

●「車両共済（保険)制度」は、全国町村職員生活協同組合と損害保険ジャパン日本興亜株式会社とが集団扱契約を締結し、実施しているものです。

・掛金（保険料）は、型式、初度登録年月、年齢条件、運転者限定特約の有無、共済（保険）金額、等級などにより異なります。

※この車両共済（保険）をご契約いただける方は、全国町村職員生活協同組合の自動車共済に加入されている方に限ります。

●お見積りのご請求・お申し込み・お問い合わせなどは、下記までご連絡ください●

03-3519-7325
0120-731-087
（受付時間  月～金  午前9時30分～午後5時）

FAX
株式会社　千 里（取扱代理店）
〒100-0014  東京都千代田区永田町1-11-32  全国町村会館西館内
●ホームページアドレス　http://www.chisato-ag.co.jp

　●バッテリー上がりや、キー閉じ込み、ガス欠など
ご契約のお車が、事故・故障で自力走行できなくなった場合、事前にロードアシスタンス専用デスクにご連絡ください。ロードアシスタンス業者

無料ロードサービスがついてきます。

この車両共済（保険）は、町村生協の自動車共済で補償する対人賠償、対物賠償、限定
搭乗者傷害等に加え「ご自身のおクルマの補償（車両保険）」を追加する制度です。
お車が衝突した場合や台風 ・ いたずら ・ 盗難など偶然な事故で損害を被ったときに、
共済（保険）金をお支払いします。

お電話の際には、車検証をお手元にご用意ください

町村生協の自動車共済にご加入の皆様なら！

●無事故による割引で新規から （保険料）割引％42
・ ご加入を希望するお車が町村生協の自動車共済で過去3年
        無事故の場合は、ノンフリート等級9等級からスタートします。 ・保険料分割払をご利用の場合は上記の集団扱年一括払の5%割引の適用はありません。

　●集団扱年一括払いによる割引で更に ％割引5
保険料分割払(12回）も選択可能です。

集団扱としてご契約いただけるのは、保険契約者および被保険者が損保ジャパン日本興亜の定める条件を満たす場合のみとなります。
詳細については、取扱代理店（千里）までお問い合わせください。

車両共済（保険）のご案内車両共済（保険）のご案内
（一般自動車保険の車両保険）

第2922号15　平成27年 6 月15日
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